平成27年度
平成２７年度　大腸がんの事業評価のためのチェックリスト調査結果

市町村のチェックリストの項目についての取組み状況

大阪府内４３市町村の実施する大腸がん検診の実施体制について、「市町村版チェックリスト」を用いて調査を行いました。

１　各項目の集計結果
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２　全体集計の評価
（1） 各市町村における「はい」の回数数の全項目の集計結果は次のとおりです。（全３８項目）
※集計のカウント方法
「１　検診対象者」のうち、（２）～（４）の項目のいずれかに「はい」と回答した場合に把握項目数を１としてカウントしています。
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（2） [image: ]評価
　　◆評価段階の設定基準について
　　　市町村記入用チェックリストの項目数を４分割し
　　　最良のものからＡＢＣＤと設定。
　　　未提出・未記入についてはＥと設定した５段階の評価とした。
· チェックの項目については、国立がん研究センターホームページ参照

　　　　[image: ]
３　まとめ
市町村においては、がん検診対象者を把握し、検診未受診者へ受診勧奨を実施するなど、受診率向上を目指す取組みが重要です。がん検診受診率の算定など検診の基礎データとなる検診対象者の名簿を作成している市町村は３８でしたが、全ての市町村が何らかの方法で一定の対象者に個別受診勧奨を実施しており、受診率向上に取り組んでいることがわかります。大腸がん検診は、個別受診勧奨に関する取組みについて、国の補助金（クーポン事業）を活用することができるためと考えられます。このうち、検診台帳の整備、何らかの個別受診勧奨の両方を行っている市町村数は３８で、全体の８８．４％でした。
　また、検診の精度を評価するための指標であるプロセス指標はほぼ全ての市町村で把握され、適切な精度管理に努めていることも伺えます。性・年齢階級別、検診機関別に検診結果を把握し、様々な観点から精度管理指標の分析を行うことで、がん検診の問題点や今後の課題等を検証することが可能となります。
　がん検診では、要精検者が確実に精検を受診し、がんの有無を確定することが重要です。精検未受診者への受診勧奨を行っている市町村は昨年度と同様箕面市以外の４２市町村でした。適切な精度管理のため、すべての市町村において未受診者への勧奨が行われる必要があります。
　「７　検診機関の委託」の項目については、精度の保たれた検診体制を整備する上で遵守すべき項目です。すべての市町村において、仕様書やそれに準じたものを整備し、検診を実施することが重要です。
　平成２７年度の全体評価では、評価段階Ａの市町村が２６市町、Ｂが１７市町村と平成２６年度の評価（Ａ：２１市町村、Ｂ：２２市町）に比べ改善しています。引き続き、検診受診率や検診精度の向上に向けた取り組みを充実させていくことが重要です。
[bookmark: _GoBack]　（各設問項目の解説については、「がん検診事業評価の目的」を参照してください。）
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精密検査結果の把握

「はい」と

回答した

市町村数

実施率

（１） 43 100%

（２） 43 100%

（３） 43 100%

（４） 43 100%

(4-a) 43 100%

(4-b) 43 100%

(4-c) 43 100%

（５） 43 100%

(5-a) 43 100%

(5-b) 43 100%

(5-c) 43 100%

(5-ｄ) 43 100%

（６） 43 100%

(6-a) 43 100%

(6-b) 43 100%

(6-c) 43 100%

（７） 43 100%

７

（１） 42 97.7%

（２） 36 83.7% 仕様書に必須の精度管理項目を明記しているか

注）（注：別添の「仕様書に明記すべき必要最低限の精度管理項目」参照）

がん検診の集計の最終報告を都道府県に行なっているか

検診機関の委託

粘膜内がんを区別しているか

早期がん割合を性別・年齢階級別に集計しているか

早期がん割合を検診実施機関別に集計しているか

早期がん割合を受診歴別

注２）

に集計しているか

陽性反応適中度を把握しているか

委託検診機関の選定に際し、仕様書を作成・提出させてそれを基に判断しているか 

早期がん割合（発見がん数に対する早期がん数）を把握しているか

精密検査結果及び治療の結果報告を精密検査実施機関から受けているか

注１）

過去３年間の精密検査結果を記録しているか

精密検査の検査方法を把握しているか

がんの発見率を把握しているか

がん発見率を性別・年齢階級別に集計しているか

がん発見率を検診実施機関別に集計しているか

がん発見率を受診歴別

注２）

に集計しているか

陽性反応適中度を性別・年齢階級別に集計しているか

陽性反応適中度を検診実施機関別に集計しているか

陽性反応的中度を受診歴別

注２）

に集計しているか
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注１

注２ 初回受診者（過去３年間に受診歴がないもの）及び逐年検診受診者等の受診歴別

各項目を検診実施機関に委託して行なっている場合を含む
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検診対象者 検診方法 受診者の情報管理

要精検率の把握 精検受診の把握と勧奨 精密検査結果の把握

検診機関の委託

大腸がん検診チェックリスト表集計（把握項目数）

府平均

37.4
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評価方法

（いいえの数）

A

ない

B

１～４項目

C

５～８項目

D

９項目以上

E

未提出・未記入

評価段階
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市町村名 今回評価 市町村名 今回評価 市町村名 今回評価

能勢町 A 和泉市 A 寝屋川市 B

摂津市 A 泉大津市 A 四條畷市 B

島本町 A 忠岡町 A 大阪狭山市 B

枚方市 A 高石市 A 千早赤阪村 B

守口市 A 岸和田市 A 田尻町 B

交野市 A 貝塚市 A 岬町 B

大東市 A 泉佐野市 A 堺市 B

八尾市 A 熊取町 A 豊能町 B

柏原市 A 泉南市 A 豊中市 B

松原市 A 阪南市 A 門真市 B

羽曳野市 A 東大阪市 A 河内長野市 B

藤井寺市 A 池田市 B 大阪市 B

富田林市 A 吹田市 B 箕面市 B

太子町 A 茨木市 B

河南町 A 高槻市 B
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※大阪府内４３市町村中４３市町村が回答

１ 検診対象者

（１） 38 88.4%

（２） 2 4.7%

（３） 41 95.3%

（４） 36 83.7%

２ 検診方法 

（１） 34 79.1%

３ 受診者の情報管理

注１）

（１） 43 100%

（２） 43 100%

（３） 43 100%

(3-a) 43 100%

(3-b) 43 100%

(3-c) 43 100%

４ 要精検率の把握

注１）

（１） 43 100%

（２） 43 100%

（３） 43 100%

（４） 42 97.7%

５ 精検受診の有無の把握と受診勧奨

注１）

（１） 43 100%

(1-a) 43 100%

(1-b) 43 100%

（２） 43 100%

（３） 43 100%

（４） 42 97.7%

検診実施機関における便潜血検査キット名を把握しているか     

精検受診率を検診実施機関別に集計しているか

精検受診率を過去の検診受診歴別に集計しているか

注２）

精検未受診率を把握しているか

精検未受診者に精検の受診勧奨を行なっているか

精検受診率を性別・年齢階級別に集計しているか

対象者数（推計を含む）を把握しているか

受診者数を性別・年齢階級別に集計しているか。

個人別の受診（記録）台帳またはデータベースを作成しているか

受診者数を過去の検診受診歴別に集計しているか

注２）

受診者数を検診実施機関別に集計しているか

過去3年間の受診歴を記録しているか

要精検率を把握しているか

要精検率を性別・年齢階級別に集計しているか

要精検率を検診実施機関別に集計しているか

要精検率を過去の検診受診歴別に集計しているか

注２）

精検受診率を把握しているか

府の推奨する重点受診勧奨対象者層（60～69歳）を含む対象者に個別受診勧奨を行っているか

「はい」と

回答した

市町村数

実施率

対象者の網羅的な名簿を住民台帳などに基づいて作成しているか

対象者に均等に受診勧奨を行っているか

特定の対象者に個別受診勧奨を行っているか   


